
                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和２年３月 

大阪府 

 

次代を担う子ども・青少年が、ひとりの人間として尊重され、創造性に富み、

豊かな夢をはぐくむことができる大阪 

抜粋： 

子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく都道府県計画 

（第二次大阪府子どもの貧困対策計画） 
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(%) 子どもの貧困率（全国）我が国の子どもの貧困率（※）は長期的な

傾向として概ね緩やかに上昇し、平成 24年

には過去最高の 16.3%となりました。平成

27 年には改善したものの 13.9%（約７人

に１人）と高い状況が続いています。 

 

（※）子どもの貧困率 
…１人あたりの可処分所得が中央値の半分
に満たない所得で暮らす 17歳以下の子ど
もの割合 

第４章 子どもの貧困対策の推進に関する法律 

に基づく都道府県計画 
 

１．策定の趣旨 

 

大阪府においては、教育、就労、生活支援など各分野の総合的な取組により、子どもの貧困対策を推進

するため、子どもの貧困対策の推進に関する法律（以下、「子どもの貧困対策推進法」という。）第９条に

基づき、平成 27年 3月に第一次子どもの貧困対策計画を策定しました。 

第一次計画策定後、府では、府内全域を対象とした実態調査を行うとともに、調査結果を踏まえた課題

の解決に向けて施策の総点検を実施し、具体的取組の強化を行うなど、庁内の各部局が連携して総合的に

取組を推進しているところです。 

また、行政のみならず、社会全体で子どもの貧困対策に取り組むため、平成 30年 3月に「子ども輝

く未来基金」を創設し、府民や企業等と連携した取組を進めています。 

さらに、令和元年には、子どもの貧困対策推進法が改正され、市町村においても計画の策定が努力義務

となるなど、地域における取組の重要性が増しています。 

大阪府では、企業等とも連携しながら引き続き総合的な取組を進めるとともに、市町村における地域の

実情に応じた取組を後押しし、すべての子どもたちが同じスタートラインに立って将来をめざすことが

できるよう、第二次子どもの貧困対策計画を策定します。 

 なお、計画については、本計画（大阪府子ども総合計画）とめざす方向が一致し、取り組むべき施策も

重複することから、本計画における事業計画の１つとします。 

 

 

２．現状と課題 

 

（１）子どもの貧困率（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国民生活基礎調査の概況（厚生労働省） 
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（２）就学援助率及び生活保護率 

大阪府における就学援助率や生活保護率は減少傾向にあるものの、他の都道府県と比較して高い

状況が続いています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（３）主な支援策の充実 

  困難を抱える子育て世帯に対する支援として、生活困窮者自立支援制度における支援の強化や、子ど

も家庭総合支援拠点の設置促進等、支援の充実が図られています。 

制度 概要 直近の動き・方向性等 

生活困窮者 

自立支援制度 

生活困窮家庭に対し、自立

相談支援、家計改善支援、就

労準備支援、子どもの学習・

生活支援事業等を実施 

子どもの学習・生活支援事業において、「生活習慣・育

成環境の改善に関する助言」や、「教育及び就労（進路

選択等）に関する相談に対する情報提供、助言、関係機

関との連絡調整」をあわせて実施（平成 31年 4月～） 

子ども家庭 

総合支援拠点 

子どもとその家庭及び妊産

婦等を対象に、地域の実情

の把握、相談対応、調査、継

続的支援等を行う 

児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン：平成

30年 12月）により、「市区町村子ども家庭総合支援

拠点」について、令和４年度までに全市町村に設置する 

 

 

出典：就学援助実施状況等調査（文部科学省） 

出典：大阪府の生活保護（大阪府社会援護課） 
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（４）地域における居場所の拡がり 

  子どもの居場所については、放課後児童クラブ・児童館などの公的な取組に加え、子ども食堂をはじ

めとして、地域のボランティアやＮＰＯ等による自発的な取組が拡がっています。 

地域の居場所づくりでは、各地域におけるニーズや資源に応じ、食事の提供（子ども食堂）をはじめ、

学習支援、遊びの場の提供、保護者の相談支援など、それぞれの実情を踏まえて、地域で子どもや保護

者を見守る取組が実施されています。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

（５）大阪府実態調査の結果 

 【平成 28年度大阪府子どもの生活に関する実態調査】 

  平成２８年度に府が実施した「子どもの生活に関する実態調査」においては、子どもの学習習慣、

体験の機会、進学の希望、心身の状況など、生活の様々な面と世帯の困窮度に相関関係があることが

明らかになりました。 

  また、困窮度の高い世帯においても就学援助を受けたことがないなど、利用できる支援制度を十分

に活用できていないと考えられる世帯が一定数あることがわかりました。 
 

調査対象：小学５年生及び中学２年生とその保護者（大阪府内全域）※１３市町と連携して実施 

回答数  ：約 50,000世帯（回収率：62.3％） 

家計・収入 
・就業に関
すること 

・ひとり親世帯の概ね３分の１が赤字家計 
・困窮度Ⅰ（等価可処分所得 127.5万円未満）の世帯で就学援助を受けたことがない 
世帯が約１割 

・困窮度Ⅰのひとり親世帯において児童扶養手当を受けたことがない世帯が約１割、 
養育費を受けている割合は約１割 

・非正規群に占める母子世帯は約７割 
・困窮世帯ほど、子どもに対して経済的にできなかったこと（子どもを習い事に通わす 
ことができなかった、家族旅行ができなかった等）が多い  など 

食事に関す
ること 

・家の大人と一緒に夕食を摂る割合については、世帯の経済状況によって差は見られ 
ないが、家の大人と一緒に朝食を摂る割合は困窮世帯ほど低い状況  など 

子どもの教
育環境に関
すること 

・困窮世帯ほど学習理解度について「よくわかる」「だいたいわかる」の割合が低い 
・困窮世帯ほど授業時間以外の勉強時間について「まったくしない」の割合が高い 
・進学希望について、困窮世帯ほど「大学・短大・大学院」の割合が低い  など 

居場所 

機能の充実 

・子どもどうしの遊びの提供 

・大人との交流の場の提供 

・読書、工作の機会提供など 

学習支援 
・個別学習支援 

・自学自習のサポートなど 

保護者支援 ・子育て相談支援  など 

食事の提供（子ども食堂）の他に 

居場所で実施されている主な取組 
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※市町村への照会結果に基づく集計 
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子どものつ
ながりに関
すること 

・放課後ひとりでいる子どもは、困窮度にかかわらず約２割 
・困窮度が高いほど、家以外の大人や学校以外の友達と過ごす割合が低い 
・７割近くの子どもが何らかの悩みを持っている 
・困窮世帯ほど保護者の家にいる時間について、「お子さんの学校からの帰宅時間には 
家にいる」「お子さんの夕食時間には家にいる」割合が少ない など 

親への相談
支援に関す
ること 

・公的な機関への相談割合が低い 
・はじめて親になった年齢が１０代の場合、困窮度が高い層が８割を超える 
・子どもの心身で気になることについては、困窮世帯ほど割合が高い傾向にある など 

 

【令和元年度大阪府子ども総合計画中間見直しに係る実態調査】 

また、令和元年度に実施したインターネット調査においても、困窮世帯ほど子どもに対してできなか

ったことが多い、授業時間以外の勉強時間が短いなど、上記と同様の傾向がみられました。 

加えて、困窮世帯ほど、同世代の保護者と話す場がないといった悩みを抱えている割合が高いこと

や、子育てについて相談する上で身近に感じている人・関係機関や、利用したことがあるサービスが少

なく、周囲から孤立しがちになっていることがわかりました。 

調査対象：就学前の子どもをもつ保護者 2,100人、就学後(～18歳)の子どもをもつ保護者 1,200人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域において子どもや保護者を支援する体制の充実は図られている一方で、支援を利用でき

るにも関わらず十分に活用されていない状況があります。 
 

○ また、困窮度の高い世帯ほど、身近に感じられる人・機関や、利用しているサービスが少な

く、周囲に頼ることや、支援の情報を得る機会が少ないことが窺われます。 
 

 このため、支援が必要であっても自ら声をあげない、あげづらいケースがあることを念頭に 

置き、様々な場面において、子ども(保護者)に関わる方の気づきにより、困難を抱える子ども

(保護者)を漏れなく支援や地域の見守りにつなぐ仕組みづくりが必要です。 

課題 

【主な結果】 
○子育てをしていて困っていること（就学前） 
…相対的貧困層はその他の層に比べ、収入の他に「同年代の子どもと遊ばせるきっかけがない」
「祖父母と子育ての考え方が違う」「同世代の保護者と話す場がない」の割合が高い。 

 
 ○子育てについて相談する上で、身近にある（感じられる）存在（就学前） 
  …家族、友人、保育所等の施設、公的機関など全ての項目において、相対的貧困層はその他の層

に比べ、身近にあると感じている割合が低くなっている。 
 
 ○これまでに利用したことがあるサービス（就学前） 
  …子育てサロン等の交流の場、子育て教育相談、利用できる行政サービスの情報提供など、ほと

んどの項目において、相対的貧困層はその他の層に比べ、利用したことのある割合が低くなっ
ている。 

 
 ○平日授業時間以外に勉強をしている時間（塾などを含む）（就学後） 
  …相対的貧困層はその他の層と比べ、「まったくしない」「30分未満」の割合が高く、全体の約半

数がこれに該当している。 
 
 ○朝ごはんを食べる頻度（就学前・就学後） 
  …困窮度により大きな差は見られないが、相対的貧困層ほど、朝ご飯を「必ず食べる」「食べるこ

とが多い」割合はやや低くなっている。 
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３．子どもの貧困対策の方向性とポイント 

 

 子どもの貧困対策を進めるにあたっては、子どものことを第一に考えた適切な支援を包括的かつ早期

に講じることが重要であるため、関係部局が連携し、生活支援、教育支援、孤立防止など総合的な取組を

進めていきます。また、市町村と連携し、親の妊娠・出産期から子どもの社会的自立までの切れ目のない

支援体制の構築を図ります。 

 さらに、行政のみならず、子どもの貧困問題に社会全体で取り組んでいくため、民間企業や地域のボラ

ンティア等と連携した取組を推進していきます。 

 

 

（１）学校をプラットフォームとした地域・福祉との連携による子ども(保護者)を支援につなぐスキーム 

  学校は児童・生徒の日常的な学習の場であり、生活の様子など子どもの状況が現れる場所であること

から、学校をプラットフォームとし、教育委員会、福祉・保健部局等の協働により、スクールソーシャ

ルワーカー（ＳＳＷ）やコーディネーター等が地域や支援機関と連携し、貧困など困難を抱える子ども

や保護者を地域の見守りや支援につなぐ取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この取組は、ＳＳＷをはじめとして、子どもや保護者と関わる様々な方が、教員とも連携しながら 

取り組むものです。 



- 6 - 

 

（２）子どもの居場所づくりへの支援 

  地域ボランティア等による居場所づくりは、各地域におけるニーズや資源に応じた多様な運営によ

り、子どもや保護者の孤立を防ぎ地域で見守るとともに、子どもや保護者が抱える課題を見出し支援に

つなぐ場ともなり得る大変有意義な取組です。 

一方で、運営の継続にあたっては、資金・人材の不足等といった課題があることから、大阪府では、

地域における自発的な活動を尊重しつつ、これらの継続的な取組が拡がり、見守りを必要とする子ども

や保護者が居場所につながるよう、支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）社会全体で子どもの貧困対策に取り組む機運の醸成・子ども輝く未来基金の活用 

子どもの貧困対策を進めるにあたっては、「子どもの貧困を放置することは、子どもたちの将来に重

大な影響を与えるだけでなく、社会的損失を招く」という基本認識のもと、行政のみならず、社会全体

で課題の解決に向けて取り組んでいくことが重要です。 

  大阪府では、大阪で生まれ育つ子どもたちが、将来の夢や目標を持ってチャレンジできるよう、企業

等の協力のもと様々な体験の機会を提供するなど、公民が連携した取組を進めていきます。 

さらに、府民や団体からの寄附を、子どもたちに直接提供できるものに活用するため、平成 30年 3

月に創設した「子ども輝く未来基金」について、引き続き、様々な機会を通じてＰＲを行うとともに、

子どもたちのために活用し、社会全体で子どもの未来を応援する活動が拡がるよう取り組みます。   

 

 

 

 

 

 

 

◇大阪府における「子どもの居場所づくり」 

 …地域の子どもたちを対象に居場所を提供して見守りを行い、必要に応じて食事の提供や 

  支援機関につなぐ取組を無償又は低額な料金で実施する取組 

 

◇子どもの居場所づくりへの支援方針 

■地域が主体となった取組への財政支援 

・新子育て支援交付金を活用し、市町村における居場所づくりの取組を支援 

■寄附金の活用・公民連携による取組 

・子ども輝く未来基金を活用し、子どもの居場所を通じて、子どもの学習や体験活動を支援 

・大学や企業等との連携により、ボランティアの派遣や寄贈品、体験活動等の提供を実施 

■子どもを居場所や支援につなぐ仕組みの構築 

・市町村と連携し、教育と福祉の協働により「見守りを必要とする子どもや保護者を居場所に

つなぐ」「居場所において課題を抱える子どもや保護者を発見した場合に、必要な支援につな

ぐ」仕組みの構築を推進 

◇子どもの教育に関すること（子ども食堂等での学習支援に使用する学習教材の費用への支援など） 

◇子どもの体験に関すること（自然体験・文化芸術活動・職場体験などに係る費用への支援など） 

◇子どもの生活支援に関すること（児童養護施設で暮らす子どもへの支援、ひとり親世帯への支援など） 

子ども輝く未来基金を活用した主な取組 
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（４）市町村との連携強化・地域の実情把握 

  親の妊娠・出産期から子どもの社会的自立までの切れ目のない支援を行うためには、地域での継続的

な見守りや、課題に応じた支援に早期につなぐことが不可欠であり、市町村において、福祉、教育、保

健部局など関係部局が協働して取組を進めていくことが重要です。 

大阪府は広域自治体として、共通した課題への対応策の検討や取組モデルの共有を図り、市町村の取

組を支援していきます。また、各市町村の取組内容や子どもに関する情報を把握・分析し、市町村にお

いて地域の実情に応じた取組が図られるよう、必要に応じて情報共有や助言等を行っていきます。さら

に、地域ごとの特色や課題について考慮したうえで、府の支援策の検討や効果検証を行い、特に課題の

大きい地域については重点的に取組が進むよう、市町村との連携を強化してまいります。 

  

（５）関連施策との一体的な推進 

  子どもの貧困対策を総合的かつ効果的に推進するため、取組にあたっては、生活保護法や生活困窮者

自立支援法等のセーフティネットのための諸制度を一体的に捉え施策を推進します。 

 また、府の「ひとり親家庭等自立促進計画」や「社会的養護体制整備計画」、「地域福祉支援計画」等

の関連性の高い計画と一体的に捉えて取り組んでいきます。 

 

 

４．具体的取組 

 

 府では、実態調査の結果を踏まえ、生活の安定に資するための支援、教育に関する支援、子どもや保護

者の孤立を防ぐ支援など、総合的な取組を推進するため、下記の７つの視点で具体的な取組を進めていき

ます。 

 

  ◆子どもの貧困対策に関する具体的取組の７つの視点   

   
１ 困窮している世帯を経済的に支援します（就労支援を含む） 

２ 学びを支える環境づくりを支援します 

３ 子どもたちが孤立しないように支援します 

４ 保護者が孤立しないように支援します 

５ 安心して子育てできる環境を整備します 

６ 健康づくりを支援します 

７ オール大阪での取組 
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※「◎」は再掲事業 

 

 

■困窮している世帯への経済的支援 

 ・生活保護制度  ◎生活困窮者自立支援制度  ・生活福祉資金貸付制度 

 

■子どもの養育・教育にかかる経済的支援 

 ◎児童手当の支給 

◎福祉医療費助成 

 ・私立中学校等の授業料軽減（私立中学校等の修学支援実証事業費補助金） 

 ◎幼児教育・保育の無償化（施設型給付費等負担金等） 

 

■ひとり親家庭への経済的支援 

 ◎児童扶養手当の支給 

◎母子・父子・寡婦福祉資金貸付金 

 ◎養育費確保に向けた取組の推進 

 

■ひとり親家庭等への就労支援 

 ◎母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業 

・ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

 ◎ＯＳＡＫＡしごとフィールドにおける就業支援 

・地域就労支援センターへのバックアップ 

 ・ひとり親家庭の父母を対象とした職業訓練 

◎ハローワークとの連携 

 ◎民間事業主に対するひとり親家庭の親の雇用の働きかけ 

 ◎公務労働分野におけるひとり親家庭の親の非常勤職員での雇用を通じた正規雇用へのステップ

アップ 

 ◎ひとり親家庭の親の雇用に配慮した官公需発注の推進 

 ◎母子・父子福祉団体等への業務発注の推進 

◎母子・父子自立支援プログラム策定事業 

 ・ひとり親家庭の親と介護職場のマッチング 

◎母子家庭等就業・自立支援センター事業 

 ◎ひとり親家庭の親の雇用を進める事業主への表彰制度の創設 

 ◎ひとり親家庭の親の職場定着支援等の取組の推進 

 ◎府立母子・父子福祉センターにおける相談機能の充実 

１ 困窮している世帯を経済的に支援します（就労支援を含む） 
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※「◎」は再掲事業 

  

 

■学びのための経済的支援 

 ・就学援助制度                  

◎高等学校等就学支援金事業・高等学校等学び直し支援金事業 

◎私立高等学校等授業料支援補助事業（実質無償化） 

◎大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業 

◎高等学校等奨学給付金事業 

◎奨学金制度の周知・啓発 

◎大阪府育英会奨学金貸付事業 

 

■学校における学びを支える環境づくり 

 ◎スクールソーシャルワーカー等を活用した支援体制の強化 

 ◎スクールカウンセラー配置事業 

 ◎高校における生徒指導上の課題解決に向けた取組み 

 ◎スクール・エンパワーメント推進事業 

 ◎発達段階に応じたキャリア教育プログラムの普及 

 ◎キャリア教育推進モデル事業 

◎府立高等学校キャリア教育体制整備事業 

◎教育振興に資する教育活動に対する助成 

 ◎中退防止対策の推進 

 ◎高校生活支援カード 

・就職支援指導の充実 

 ・中学校夜間学級 

 

■幼稚園等における学びを支える環境づくり 

 ◎幼稚園教育理解推進事業 

 ◎認定こども園等研修 

◎幼児教育推進指針の周知徹底 

 

■地域や家庭等における学びを支える環境づくり 

 ◎教育コミュニティづくり推進事業 

・生活困窮者自立支援事業における子どもの学習・生活支援事業 

 ・子どもの学習支援の場への学生等の参加の促進 

◎家庭教育力向上事業 

 ・教育センターによる教育相談 

２ 学びを支える環境づくりを支援します 
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■地域において子どもを見守る体制の充実 

 ◎要保護児童対策地域協議会 

 ・子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業 

 

■放課後等の子どもの居場所づくり 

 ◎放課後児童クラブの充実 

（放課後児童健全育成事業・放課後児童クラブ整備費補助金・放課後児童支援員等研修事業） 

 ◎ひとり親家庭等生活向上事業 

 ・学習支援事業 

◎公民連携による子どもの居場所への支援 

 ◎食材の有効活用に向けたシステム構築 

◎民間団体との連携による子ども食堂での相談支援等 

 ◎高校における生徒指導上の課題解決に向けた取組み 

 

■体験・交流活動の機会の創出 

 ・花いっぱいプロジェクト 

 ・水辺の楽校 

 ・農空間なっとく出張教室 

 ・森林環境学習 

 ・出前魚講習会 

 ・輝け！子どもパフォーマー事業 

 ・トップアスリート小学校ふれあい事業 

 ・キッズスポーツ体験会 

 ・万博記念公園での自然体験イベント 

 

■子どもの自立支援等 

・社会的養護自立支援事業 

・青少年自立支援事業 

 ◎少年サポートセンター等における立ち直り支援事業 

 ◎面会交流の促進 

※「◎」は再掲事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 子どもたちが孤立しないように支援します 
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■妊婦への支援 

 ◎「にんしん SOS」相談事業 ◎妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等対策事業 

 

■相談支援・カウンセリングの充実 

 ・保育所・認定こども園における地域貢献事業（スマイルサポーター） 

 ・私立幼稚園キンダーカウンセラー事業  ◎地域子育て支援拠点事業 

 ・子ども家庭センターによる相談支援   ・人権相談・啓発等事業 

 ・男女共同参画推進のための相談事業等 

 ◎子ども家庭総合支援拠点の設置促進 

 ◎民間団体との連携による子ども食堂での相談支援等 

 

■家庭訪問、地域における見守り 

 ◎乳児家庭全戸訪問事業  ◎養育支援訪問事業 

・教育と福祉の連携による家庭教育支援事業 

・コミュニティソーシャルワーカーによる支援 

◎民生委員・児童委員、主任児童委員の活動支援 

 

■その他 

 ◎家庭的養護の推進 ◎身元保証人確保対策事業 ◎母子生活支援施設 

 ・企業との連携による子育て支援情報発信 

 

■子どもの預かり、保育体制の充実 

 ◎ファミリー・サポート・センター事業 

◎子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 

◎一時預かり事業 ◎認定こども園整備事業、保育所等整備事業、小規模保育設置促進事業 

◎延長保育事業  ◎病児保育事業  ・多様な事業者の参入促進・能力開発事業 

 

■保育にかかる経済的支援 

 ・実費徴収に伴う補足給付を行う事業 

 ・多子世帯・ひとり親世帯の保育料等利用における負担軽減 

 

■生活・相談支援等 

 ◎利用者支援事業     ◎ひとり親家庭等日常生活支援事業 

◎大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度の実施 

◎府営住宅の「新婚・子育て世帯向け募集」「親子近居向け募集」「福祉世帯向け募集」の実施 

※「◎」は再掲事業 

  

５ 安心して子育てできる環境を整備します 

４ 保護者が孤立しないように支援します 



- 12 - 

 

 

■食育・食環境の整備 

 ・食環境整備事業 

・おおさか食育フェスタ  

・民間企業等との連携による食生活改善への取組 

 ・乳幼児健診児の栄養指導 

・保育所における食育の取組支援 

 

■妊娠から子育て期の健康づくり支援 

 ◎子育て世代包括支援センターの設置促進 

 ◎母子保健事業 

 ◎障がい・難病児等療育支援体制整備事業 

 ◎妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等対策事業 

 ◎乳児家庭全戸訪問事業 

 

■市町村と連携した取組 

 ・市町村のネットワーク構築  

◎子どもの貧困緊急対策事業費補助金 

 ◎新子育て支援交付金 

◎地域福祉・高齢者福祉交付金 

 

■民間企業や府民等と連携した取組 

 ◎子ども輝く未来基金 

・経済界との連携  

※「◎」は再掲事業 

 

  

７ オール大阪での取組 

６ 健康づくりを支援します 
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５．計画の推進について 

 

 計画の実施にあたっては、庁内関係部局・室・課で構成する子どもの貧困を考える関係課長会議等を通

じて、関係部局が連携を図るとともに、国や市町村と連携を図りながら総合的に推進します。 

とりわけ、市町村との連携にあたっては、子どもの貧困担当課長会議等を通じて、府の支援策について

情報提供を行うとともに、府内市町村の創意工夫による取組事例を共有するなど、市町村が地域の実情に

応じた取組を進められるよう、後押ししてまいります。 

また、進行管理については、適宜、大阪府子ども施策審議会へ進捗状況を報告し、その意見を踏まえて

計画の効果的な推進を図るなど、本計画（大阪府子ども総合計画）と併せて適切に行っていきます。 
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６．子どもの貧困に関する指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標（子どもの状況を示す指標） 

 指標 全国数値 内訳 大阪府数値 出所 

1 
生活保護世帯に属する子
どもの高等学校等進学率 

93.7% 
(H30.4.1現在) 

全日制        67.2％ 
定時制        10.5％ 
通信制         7.3％ 
中等教育学校後期課程  

0.1％ 
特別支援学校高等部  

7.1％ 
高等専門学校  0.4％ 
専修学校の高等課程  

0.9％ 

96.1% 
（H30.4.1現在） 

 
全日制    73.4％ 
定時制     5.1％ 
通信制     7.5％ 
中等教育学校後期課程 
        0.0％ 
特別支援学校高等部 
        7.2％ 
高等専門学校  0.5％ 
専修学校の高等課程 
        2.4％ 

厚生労働省社会・
援護局調べ 
 
(参考) 
全児童の 
高等学校等進学率 
99.0％ 
（H30.4.1現在） 

2 
生活保護世帯に属する子
どもの高等学校等中退率 

4.1% 
（H30.4.1現在） 

 
 

3.8% 
（H30.4.1現在） 

厚生労働省社会・
援護局調べ 

3 
生活保護世帯に属する子
どもの大学等進学率 

36.0% 
（H30.4.1現在） 

大学等     19.9％ 
専修学校等 16.1％ 

43.8% 
大学等 26.4% 
専修学校等 17.4% 
（H30.4.1現在） 

厚生労働省社会・
援護局調べ 

4 

児童養護施
設の子ども
の進学率 

中学校 
卒業後 

95.8% 
（H30.5.1現在） 

高等学校等  94.1％ 
専修学校等   1.7％ 

100.0％ 
高等学校等 100.0% 
（H30.5.1現在） 

(全国) 
厚生労働省子ども
家庭局家庭福祉課
調べ 
 
(大阪府) 
大阪府家庭支援課
調べ 

5 
高等学校 
等卒業後 

30.8% 
（H30.5.1現在） 

大学等     16.1％ 
専修学校等 14.8％ 

32.9％ 
大学等 20.3% 
専修学校等 12.7% 
（H30.5.1現在） 

6 
全世帯の子どもの高等学
校中退率 

1.4% 
(H30年度） 

 1.6% 
(H30年度） 

児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指

導上の諸課題に関す

る調査 

7 
全世帯の子どもの高等学
校中退者数 

48,594人 
(H30年度） 

 3,897人 
(H30年度) 

児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指

導上の諸課題に関す

る調査 

Ø  大阪府においては、子どもの貧困対策を総合的に推進するにあたり、関係施策の実施状況や対策
の効果等を検証・評価する際の参考となる指標として、国の大綱に示された指標のうち、子どもの

状況を示すものでかつ大阪府の数値が示せるものについては、子どもの貧困対策に関する指標とし

て設定します。 

Ø  施策に関する指標及びサンプリング調査等により都道府県のデータが示せないものについては、
参考指標とします。 

Ø  また、これらに加え、大阪府の施策に関する指標を３指標、市町村の取組の推進に関する指標を
１指標追加して設定します。 
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参考指標（都道府県データが示せないもの等） 

 指標 全国数値 内訳 大阪府数値 出所 

1 子どもの貧困率 

13.9% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

国民生活基礎調
査 

7.9% 
(H26) 

 
都道府県 
データなし 

全国消費実態調
査 

2 ひとり親世帯の貧困率 

50.8% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

国民生活基礎調
査 

47.7% 
(H26) 

 
都道府県 
データなし 

全国消費実態調
査 

3 

就学援助制度に関する周知状
況 
（入学時及び毎年度の進級時
に学校で就学援助制度の書類
を配付している市町村の割
合） 

65.6% 
(H29年度) 

 72.1% 
(H29年度) 

就学援助の実施
状況 

4 
新入学児童生徒学
用品費等の入学前
支給の実施状況 

小学校 47.2% 
(H30年度) 

 41.9% 
(H30年度) 

就学援助の実施
状況 

5 中学校 56.8% 
(H30年度) 

 65.1% 
(H30年度) 

就学援助の実施
状況 

6 
高等教育の修学支
援新制度の利用者
数 

大学 
短期大学 
高等専門
学校 
専門学校 

― 
(R2.4開始) 

 ―  

7 
ひとり親家庭の子どもの就園
率（保育所・幼稚園等） 

81.7% 
(H28.11.1現在) 

 
都道府県 
データなし 

全国ひとり親世
帯等調査 

8 

ひとり親家庭の子
どもの進学率 

中学校 
卒業後 

95.9% 
(H28.11.1現在) 

高等学校     
93.9％ 
高等専門学校  

2.0％ 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世
帯等調査 

9 
高等学校 
等卒業後 

58.5% 
(H28.11.1現在) 

大学等     41.9％ 
専修学校等 16.7％ 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世
帯等調査 

10 

ひとり親家庭の親
の就業率 

母子世帯 80.8% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

国勢調査 

11 父子世帯 88.1% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

12 
ひとり親家庭の 
親の正規の職員・
従業員の割合 

母子世帯 44.4% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

13 父子世帯 69.4% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 
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 指標 全国数値 内訳 大阪府数値 出所 

14 
ひとり親家庭のう
ち養育費について
の取決めをしてい
る割合 

母子世帯 
42.9% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世帯

等調査 

15 父子世帯 
20.8% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

16 ひとり親家庭で養
育費を受け取って
いない子どもの割
合 
 

母子世帯 
69.8% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世帯

等調査 

 

17 父子世帯 
90.2% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

18 

電気、ガス、水道料
金の未払い経験 

ひとり親
世帯 

電気料金 14.8％ 
ガス料金 17.2％ 
水道料金 13.8％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

生活と支え合い
に関する調査 

19 
子どもが
ある全世 
帯 

電気料金 5.3％ 
ガス料金 6.2％ 
水道料金 5.3％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

20 

食料又は衣服が買
えない経験 

ひとり親
世帯 

食料が買えない経験 34.9％ 
衣服が買えない経験 39.7％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

21 
子どもが
ある全世 
帯 

食料が買えない経験 16.9％ 
衣服が買えない経験 20.9％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

22 
子どもがある世帯
の世帯員で頼れる
人がいないと答え
た人の割合 

ひとり親
世帯 

重要な事柄の相談 8.9％ 
いざという時のお金の援助 25.9％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

23 

等価可処
分所得第
Ⅰ～Ⅲ十
分位 

重要な事柄の相談 7.2％ 
いざという時のお金の援助 20.4％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 
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参考指標（大阪府の施策に関する指標） 
 

 指標 全国数値 大阪府数値 出所 

1 

スクールソーシャルワーカ
ーによる対応実績のある学
校の割合 

小学校 
50.9% 

(H30年度) 
23.4％ 
(H30年度) 

(全国) 
文部科学省初等中
等教育局児童生徒
課調べ 
 
(大阪府) 
大阪府小中学校課
調べ 

2 中学校 
58.4% 

(H30年度) 
23.0％ 
(H30年度) 

3 
スクールカウンセラーの配
置率 

小学校 67.6% 
(H30年度) 

100% 
(H30年度) 

各小学校からの要請を受
け、中学校配置のスクール
カウンセラーが相談を受け
る体制がある 

4 中学校 
89.0% 

(H30年度) 
100% 

(H30年度) 

5 
コミュニティソーシャルワーカーの
配置人数 

 
154名 
(H30年度) 

大阪府地域福祉課
調べ 

6 スマイルサポーター数  
2,366名 
(H30年度) 

大阪府子育て支援
課調べ 

7 
私立幼稚園キンダーカウンセラー事
業 

 
127園 
(H30年度) 

大阪府私学課調べ 

 

 

参考指標（市町村の取組の推進に関する指標） 
 

 指標 

1 子どもの貧困に対する包括的かつ一元的な対応が行われている市町村数 

 

 



                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和２年３月 

大阪府 

 

次代を担う子ども・青少年が、ひとりの人間として尊重され、創造性に富み、

豊かな夢をはぐくむことができる大阪 

第４章抜粋： 

子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく都道府県計画 

（第二次大阪府子どもの貧困対策計画） 
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10.9 

12.9 12.8 
12.2 

13.4 

14.4 
13.7 

14.2 

15.7 
16.3 

13.9 

10

11

12

13

14

15

16

17

S60 S63 H3 H6 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27

(%) 子どもの貧困率（全国）我が国の子どもの貧困率（※）は長期的な

傾向として概ね緩やかに上昇し、平成 24年

には過去最高の 16.3%となりました。平成

27 年には改善したものの 13.9%（約７人

に１人）と高い状況が続いています。 

 

（※）子どもの貧困率 
…１人あたりの可処分所得が中央値の半分
に満たない所得で暮らす 17歳以下の子ど
もの割合 

第４章 子どもの貧困対策の推進に関する法律 

に基づく都道府県計画 
 

１．策定の趣旨 

 

大阪府においては、教育、就労、生活支援など各分野の総合的な取組により、子どもの貧困対策を推進

するため、子どもの貧困対策の推進に関する法律（以下、「子どもの貧困対策推進法」という。）第９条に

基づき、平成 27年 3月に第一次子どもの貧困対策計画を策定しました。 

第一次計画策定後、府では、府内全域を対象とした実態調査を行うとともに、調査結果を踏まえた課題

の解決に向けて施策の総点検を実施し、具体的取組の強化を行うなど、庁内の各部局が連携して総合的に

取組を推進しているところです。 

また、行政のみならず、社会全体で子どもの貧困対策に取り組むため、平成 30年 3月に「子ども輝

く未来基金」を創設し、府民や企業等と連携した取組を進めています。 

さらに、令和元年には、子どもの貧困対策推進法が改正され、市町村においても計画の策定が努力義務

となるなど、地域における取組の重要性が増しています。 

大阪府では、企業等とも連携しながら引き続き総合的な取組を進めるとともに、市町村における地域の

実情に応じた取組を後押しし、すべての子どもたちが同じスタートラインに立って将来をめざすことが

できるよう、第二次子どもの貧困対策計画を策定します。 

 なお、計画については、本計画（大阪府子ども総合計画）とめざす方向が一致し、取り組むべき施策も

重複することから、本計画における事業計画の１つとします。 

 

 

２．現状と課題 

 

（１）子どもの貧困率（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国民生活基礎調査の概況（厚生労働省） 
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25.6 26.4 
29.2 

32.0 33.5 34.2 34.2 34.1 33.8 33.2 32.8 

12.1 12.5 13.8 15.2 16.2 16.7 17.0 17.0 17.0 16.9 16.8 

0

10

20

30

40

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

(‰)
生活保護率の推移（大阪・全国）

大阪府

全国

27.96 27.40 27.48 28.06 27.39 26.65 
25.21 24.52 23.67 22.70 

13.75 13.93 14.51 15.28 15.58 15.64 15.42 15.39 15.23 15.04 

10

15

20

25

30

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

(%) 就学援助率の推移（大阪府・全国）

大阪府

全国

（２）就学援助率及び生活保護率 

大阪府における就学援助率や生活保護率は減少傾向にあるものの、他の都道府県と比較して高い

状況が続いています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（３）主な支援策の充実 

  困難を抱える子育て世帯に対する支援として、生活困窮者自立支援制度における支援の強化や、子ど

も家庭総合支援拠点の設置促進等、支援の充実が図られています。 

制度 概要 直近の動き・方向性等 

生活困窮者 

自立支援制度 

生活困窮家庭に対し、自立

相談支援、家計改善支援、就

労準備支援、子どもの学習・

生活支援事業等を実施 

子どもの学習・生活支援事業において、「生活習慣・育

成環境の改善に関する助言」や、「教育及び就労（進路

選択等）に関する相談に対する情報提供、助言、関係機

関との連絡調整」をあわせて実施（平成 31年 4月～） 

子ども家庭 

総合支援拠点 

子どもとその家庭及び妊産

婦等を対象に、地域の実情

の把握、相談対応、調査、継

続的支援等を行う 

児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン：平成

30年 12月）により、「市区町村子ども家庭総合支援

拠点」について、令和４年度までに全市町村に設置する 

 

 

出典：就学援助実施状況等調査（文部科学省） 

出典：大阪府の生活保護（大阪府社会援護課） 
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（４）地域における居場所の拡がり 

  子どもの居場所については、放課後児童クラブ・児童館などの公的な取組に加え、子ども食堂をはじ

めとして、地域のボランティアやＮＰＯ等による自発的な取組が拡がっています。 

地域の居場所づくりでは、各地域におけるニーズや資源に応じ、食事の提供（子ども食堂）をはじめ、

学習支援、遊びの場の提供、保護者の相談支援など、それぞれの実情を踏まえて、地域で子どもや保護

者を見守る取組が実施されています。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

（５）大阪府実態調査の結果 

 【平成 28年度大阪府子どもの生活に関する実態調査】 

  平成２８年度に府が実施した「子どもの生活に関する実態調査」においては、子どもの学習習慣、

体験の機会、進学の希望、心身の状況など、生活の様々な面と世帯の困窮度に相関関係があることが

明らかになりました。 

  また、困窮度の高い世帯においても就学援助を受けたことがないなど、利用できる支援制度を十分

に活用できていないと考えられる世帯が一定数あることがわかりました。 
 

調査対象：小学５年生及び中学２年生とその保護者（大阪府内全域）※１３市町と連携して実施 

回答数  ：約 50,000世帯（回収率：62.3％） 

家計・収入 
・就業に関
すること 

・ひとり親世帯の概ね３分の１が赤字家計 
・困窮度Ⅰ（等価可処分所得 127.5万円未満）の世帯で就学援助を受けたことがない 
世帯が約１割 

・困窮度Ⅰのひとり親世帯において児童扶養手当を受けたことがない世帯が約１割、 
養育費を受けている割合は約１割 

・非正規群に占める母子世帯は約７割 
・困窮世帯ほど、子どもに対して経済的にできなかったこと（子どもを習い事に通わす 
ことができなかった、家族旅行ができなかった等）が多い  など 

食事に関す
ること 

・家の大人と一緒に夕食を摂る割合については、世帯の経済状況によって差は見られ 
ないが、家の大人と一緒に朝食を摂る割合は困窮世帯ほど低い状況  など 

子どもの教
育環境に関
すること 

・困窮世帯ほど学習理解度について「よくわかる」「だいたいわかる」の割合が低い 
・困窮世帯ほど授業時間以外の勉強時間について「まったくしない」の割合が高い 
・進学希望について、困窮世帯ほど「大学・短大・大学院」の割合が低い  など 

居場所 

機能の充実 

・子どもどうしの遊びの提供 

・大人との交流の場の提供 

・読書、工作の機会提供など 

学習支援 
・個別学習支援 

・自学自習のサポートなど 

保護者支援 ・子育て相談支援  など 

食事の提供（子ども食堂）の他に 

居場所で実施されている主な取組 

219

280
329

414
469

0

100

200

300

400

500

平成29年9月 平成30年4月

(大阪市は5月)

平成30年9月 令和元年6月

(大阪市は9月)

府内の子ども食堂・居場所の数

子どもの居場所数 

（子ども食堂を含む） 

子ども食堂数 

※市町村への照会結果に基づく集計 
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子どものつ
ながりに関
すること 

・放課後ひとりでいる子どもは、困窮度にかかわらず約２割 
・困窮度が高いほど、家以外の大人や学校以外の友達と過ごす割合が低い 
・７割近くの子どもが何らかの悩みを持っている 
・困窮世帯ほど保護者の家にいる時間について、「お子さんの学校からの帰宅時間には 
家にいる」「お子さんの夕食時間には家にいる」割合が少ない など 

親への相談
支援に関す
ること 

・公的な機関への相談割合が低い 
・はじめて親になった年齢が１０代の場合、困窮度が高い層が８割を超える 
・子どもの心身で気になることについては、困窮世帯ほど割合が高い傾向にある など 

 

【令和元年度大阪府子ども総合計画中間見直しに係る実態調査】 

また、令和元年度に実施したインターネット調査においても、困窮世帯ほど子どもに対してできなか

ったことが多い、授業時間以外の勉強時間が短いなど、上記と同様の傾向がみられました。 

加えて、困窮世帯ほど、同世代の保護者と話す場がないといった悩みを抱えている割合が高いこと

や、子育てについて相談する上で身近に感じている人・関係機関や、利用したことがあるサービスが少

なく、周囲から孤立しがちになっていることがわかりました。 

調査対象：就学前の子どもをもつ保護者 2,100人、就学後(～18歳)の子どもをもつ保護者 1,200人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域において子どもや保護者を支援する体制の充実は図られている一方で、支援を利用でき

るにも関わらず十分に活用されていない状況があります。 
 

○ また、困窮度の高い世帯ほど、身近に感じられる人・機関や、利用しているサービスが少な

く、周囲に頼ることや、支援の情報を得る機会が少ないことが窺われます。 
 

 このため、支援が必要であっても自ら声をあげない、あげづらいケースがあることを念頭に 

置き、様々な場面において、子ども(保護者)に関わる方の気づきにより、困難を抱える子ども

(保護者)を漏れなく支援や地域の見守りにつなぐ仕組みづくりが必要です。 

課題 

【主な結果】 
○子育てをしていて困っていること（就学前） 
…相対的貧困層はその他の層に比べ、収入の他に「同年代の子どもと遊ばせるきっかけがない」
「祖父母と子育ての考え方が違う」「同世代の保護者と話す場がない」の割合が高い。 

 
 ○子育てについて相談する上で、身近にある（感じられる）存在（就学前） 
  …家族、友人、保育所等の施設、公的機関など全ての項目において、相対的貧困層はその他の層

に比べ、身近にあると感じている割合が低くなっている。 
 
 ○これまでに利用したことがあるサービス（就学前） 
  …子育てサロン等の交流の場、子育て教育相談、利用できる行政サービスの情報提供など、ほと

んどの項目において、相対的貧困層はその他の層に比べ、利用したことのある割合が低くなっ
ている。 

 
 ○平日授業時間以外に勉強をしている時間（塾などを含む）（就学後） 
  …相対的貧困層はその他の層と比べ、「まったくしない」「30分未満」の割合が高く、全体の約半

数がこれに該当している。 
 
 ○朝ごはんを食べる頻度（就学前・就学後） 
  …困窮度により大きな差は見られないが、相対的貧困層ほど、朝ご飯を「必ず食べる」「食べるこ

とが多い」割合はやや低くなっている。 
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３．子どもの貧困対策の方向性とポイント 

 

 子どもの貧困対策を進めるにあたっては、子どものことを第一に考えた適切な支援を包括的かつ早期

に講じることが重要であるため、関係部局が連携し、生活支援、教育支援、孤立防止など総合的な取組を

進めていきます。また、市町村と連携し、親の妊娠・出産期から子どもの社会的自立までの切れ目のない

支援体制の構築を図ります。 

 さらに、行政のみならず、子どもの貧困問題に社会全体で取り組んでいくため、民間企業や地域のボラ

ンティア等と連携した取組を推進していきます。 

 

 

（１）学校をプラットフォームとした地域・福祉との連携による子ども(保護者)を支援につなぐスキーム 

  学校は児童・生徒の日常的な学習の場であり、生活の様子など子どもの状況が現れる場所であること

から、学校をプラットフォームとし、教育委員会、福祉・保健部局等の協働により、スクールソーシャ

ルワーカー（ＳＳＷ）やコーディネーター等が地域や支援機関と連携し、貧困など困難を抱える子ども

や保護者を地域の見守りや支援につなぐ取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この取組は、ＳＳＷをはじめとして、子どもや保護者と関わる様々な方が、教員とも連携しながら 

取り組むものです。 
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（２）子どもの居場所づくりへの支援 

  地域ボランティア等による居場所づくりは、各地域におけるニーズや資源に応じた多様な運営によ

り、子どもや保護者の孤立を防ぎ地域で見守るとともに、子どもや保護者が抱える課題を見出し支援に

つなぐ場ともなり得る大変有意義な取組です。 

一方で、運営の継続にあたっては、資金・人材の不足等といった課題があることから、大阪府では、

地域における自発的な活動を尊重しつつ、これらの継続的な取組が拡がり、見守りを必要とする子ども

や保護者が居場所につながるよう、支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）社会全体で子どもの貧困対策に取り組む機運の醸成・子ども輝く未来基金の活用 

子どもの貧困対策を進めるにあたっては、「子どもの貧困を放置することは、子どもたちの将来に重

大な影響を与えるだけでなく、社会的損失を招く」という基本認識のもと、行政のみならず、社会全体

で課題の解決に向けて取り組んでいくことが重要です。 

  大阪府では、大阪で生まれ育つ子どもたちが、将来の夢や目標を持ってチャレンジできるよう、企業

等の協力のもと様々な体験の機会を提供するなど、公民が連携した取組を進めていきます。 

さらに、府民や団体からの寄附を、子どもたちに直接提供できるものに活用するため、平成 30年 3

月に創設した「子ども輝く未来基金」について、引き続き、様々な機会を通じてＰＲを行うとともに、

子どもたちのために活用し、社会全体で子どもの未来を応援する活動が拡がるよう取り組みます。   

 

 

 

 

 

 

 

◇大阪府における「子どもの居場所づくり」 

 …地域の子どもたちを対象に居場所を提供して見守りを行い、必要に応じて食事の提供や 

  支援機関につなぐ取組を無償又は低額な料金で実施する取組 

 

◇子どもの居場所づくりへの支援方針 

■地域が主体となった取組への財政支援 

・新子育て支援交付金を活用し、市町村における居場所づくりの取組を支援 

■寄附金の活用・公民連携による取組 

・子ども輝く未来基金を活用し、子どもの居場所を通じて、子どもの学習や体験活動を支援 

・大学や企業等との連携により、ボランティアの派遣や寄贈品、体験活動等の提供を実施 

■子どもを居場所や支援につなぐ仕組みの構築 

・市町村と連携し、教育と福祉の協働により「見守りを必要とする子どもや保護者を居場所に

つなぐ」「居場所において課題を抱える子どもや保護者を発見した場合に、必要な支援につな

ぐ」仕組みの構築を推進 

◇子どもの教育に関すること（子ども食堂等での学習支援に使用する学習教材の費用への支援など） 

◇子どもの体験に関すること（自然体験・文化芸術活動・職場体験などに係る費用への支援など） 

◇子どもの生活支援に関すること（児童養護施設で暮らす子どもへの支援、ひとり親世帯への支援など） 

子ども輝く未来基金を活用した主な取組 
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（４）市町村との連携強化・地域の実情把握 

  親の妊娠・出産期から子どもの社会的自立までの切れ目のない支援を行うためには、地域での継続的

な見守りや、課題に応じた支援に早期につなぐことが不可欠であり、市町村において、福祉、教育、保

健部局など関係部局が協働して取組を進めていくことが重要です。 

大阪府は広域自治体として、共通した課題への対応策の検討や取組モデルの共有を図り、市町村の取

組を支援していきます。また、各市町村の取組内容や子どもに関する情報を把握・分析し、市町村にお

いて地域の実情に応じた取組が図られるよう、必要に応じて情報共有や助言等を行っていきます。さら

に、地域ごとの特色や課題について考慮したうえで、府の支援策の検討や効果検証を行い、特に課題の

大きい地域については重点的に取組が進むよう、市町村との連携を強化してまいります。 

  

（５）関連施策との一体的な推進 

  子どもの貧困対策を総合的かつ効果的に推進するため、取組にあたっては、生活保護法や生活困窮者

自立支援法等のセーフティネットのための諸制度を一体的に捉え施策を推進します。 

 また、府の「ひとり親家庭等自立促進計画」や「社会的養護体制整備計画」、「地域福祉支援計画」等

の関連性の高い計画と一体的に捉えて取り組んでいきます。 

 

 

４．具体的取組 

 

 府では、実態調査の結果を踏まえ、生活の安定に資するための支援、教育に関する支援、子どもや保護

者の孤立を防ぐ支援など、総合的な取組を推進するため、下記の７つの視点で具体的な取組を進めていき

ます。 

 

  ◆子どもの貧困対策に関する具体的取組の７つの視点   

   
１ 困窮している世帯を経済的に支援します（就労支援を含む） 

２ 学びを支える環境づくりを支援します 

３ 子どもたちが孤立しないように支援します 

４ 保護者が孤立しないように支援します 

５ 安心して子育てできる環境を整備します 

６ 健康づくりを支援します 

７ オール大阪での取組 
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※「◎」は再掲事業 

 

 

■困窮している世帯への経済的支援 

 ・生活保護制度  ◎生活困窮者自立支援制度  ・生活福祉資金貸付制度 

 

■子どもの養育・教育にかかる経済的支援 

 ◎児童手当の支給 

◎福祉医療費助成 

 ・私立中学校等の授業料軽減（私立中学校等の修学支援実証事業費補助金） 

 ◎幼児教育・保育の無償化（施設型給付費等負担金等） 

 

■ひとり親家庭への経済的支援 

 ◎児童扶養手当の支給 

◎母子・父子・寡婦福祉資金貸付金 

 ◎養育費確保に向けた取組の推進 

 

■ひとり親家庭等への就労支援 

 ◎母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業 

・ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

 ◎ＯＳＡＫＡしごとフィールドにおける就業支援 

・地域就労支援センターへのバックアップ 

 ・ひとり親家庭の父母を対象とした職業訓練 

◎ハローワークとの連携 

 ◎民間事業主に対するひとり親家庭の親の雇用の働きかけ 

 ◎公務労働分野におけるひとり親家庭の親の非常勤職員での雇用を通じた正規雇用へのステップ

アップ 

 ◎ひとり親家庭の親の雇用に配慮した官公需発注の推進 

 ◎母子・父子福祉団体等への業務発注の推進 

◎母子・父子自立支援プログラム策定事業 

 ・ひとり親家庭の親と介護職場のマッチング 

◎母子家庭等就業・自立支援センター事業 

 ◎ひとり親家庭の親の雇用を進める事業主への表彰制度の創設 

 ◎ひとり親家庭の親の職場定着支援等の取組の推進 

 ◎府立母子・父子福祉センターにおける相談機能の充実 

１ 困窮している世帯を経済的に支援します（就労支援を含む） 
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※「◎」は再掲事業 

  

 

■学びのための経済的支援 

 ・就学援助制度                  

◎高等学校等就学支援金事業・高等学校等学び直し支援金事業 

◎私立高等学校等授業料支援補助事業（実質無償化） 

◎大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業 

◎高等学校等奨学給付金事業 

◎奨学金制度の周知・啓発 

◎大阪府育英会奨学金貸付事業 

 

■学校における学びを支える環境づくり 

 ◎スクールソーシャルワーカー等を活用した支援体制の強化 

 ◎スクールカウンセラー配置事業 

 ◎高校における生徒指導上の課題解決に向けた取組み 

 ◎スクール・エンパワーメント推進事業 

 ◎発達段階に応じたキャリア教育プログラムの普及 

 ◎キャリア教育推進モデル事業 

◎府立高等学校キャリア教育体制整備事業 

◎教育振興に資する教育活動に対する助成 

 ◎中退防止対策の推進 

 ◎高校生活支援カード 

・就職支援指導の充実 

 ・中学校夜間学級 

 

■幼稚園等における学びを支える環境づくり 

 ◎幼稚園教育理解推進事業 

 ◎認定こども園等研修 

◎幼児教育推進指針の周知徹底 

 

■地域や家庭等における学びを支える環境づくり 

 ◎教育コミュニティづくり推進事業 

・生活困窮者自立支援事業における子どもの学習・生活支援事業 

 ・子どもの学習支援の場への学生等の参加の促進 

◎家庭教育力向上事業 

 ・教育センターによる教育相談 

２ 学びを支える環境づくりを支援します 
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■地域において子どもを見守る体制の充実 

 ◎要保護児童対策地域協議会 

 ・子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業 

 

■放課後等の子どもの居場所づくり 

 ◎放課後児童クラブの充実 

（放課後児童健全育成事業・放課後児童クラブ整備費補助金・放課後児童支援員等研修事業） 

 ◎ひとり親家庭等生活向上事業 

 ・学習支援事業 

◎公民連携による子どもの居場所への支援 

 ◎食材の有効活用に向けたシステム構築 

◎民間団体との連携による子ども食堂での相談支援等 

 ◎高校における生徒指導上の課題解決に向けた取組み 

 

■体験・交流活動の機会の創出 

 ・花いっぱいプロジェクト 

 ・水辺の楽校 

 ・農空間なっとく出張教室 

 ・森林環境学習 

 ・出前魚講習会 

 ・輝け！子どもパフォーマー事業 

 ・トップアスリート小学校ふれあい事業 

 ・キッズスポーツ体験会 

 ・万博記念公園での自然体験イベント 

 

■子どもの自立支援等 

・社会的養護自立支援事業 

・青少年自立支援事業 

 ◎少年サポートセンター等における立ち直り支援事業 

 ◎面会交流の促進 

※「◎」は再掲事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 子どもたちが孤立しないように支援します 
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■妊婦への支援 

 ◎「にんしん SOS」相談事業 ◎妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等対策事業 

 

■相談支援・カウンセリングの充実 

 ・保育所・認定こども園における地域貢献事業（スマイルサポーター） 

 ・私立幼稚園キンダーカウンセラー事業  ◎地域子育て支援拠点事業 

 ・子ども家庭センターによる相談支援   ・人権相談・啓発等事業 

 ・男女共同参画推進のための相談事業等 

 ◎子ども家庭総合支援拠点の設置促進 

 ◎民間団体との連携による子ども食堂での相談支援等 

 

■家庭訪問、地域における見守り 

 ◎乳児家庭全戸訪問事業  ◎養育支援訪問事業 

・教育と福祉の連携による家庭教育支援事業 

・コミュニティソーシャルワーカーによる支援 

◎民生委員・児童委員、主任児童委員の活動支援 

 

■その他 

 ◎家庭的養護の推進 ◎身元保証人確保対策事業 ◎母子生活支援施設 

 ・企業との連携による子育て支援情報発信 

 

■子どもの預かり、保育体制の充実 

 ◎ファミリー・サポート・センター事業 

◎子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 

◎一時預かり事業 ◎認定こども園整備事業、保育所等整備事業、小規模保育設置促進事業 

◎延長保育事業  ◎病児保育事業  ・多様な事業者の参入促進・能力開発事業 

 

■保育にかかる経済的支援 

 ・実費徴収に伴う補足給付を行う事業 

 ・多子世帯・ひとり親世帯の保育料等利用における負担軽減 

 

■生活・相談支援等 

 ◎利用者支援事業     ◎ひとり親家庭等日常生活支援事業 

◎大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度の実施 

◎府営住宅の「新婚・子育て世帯向け募集」「親子近居向け募集」「福祉世帯向け募集」の実施 

※「◎」は再掲事業 

  

５ 安心して子育てできる環境を整備します 

４ 保護者が孤立しないように支援します 
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■食育・食環境の整備 

 ・食環境整備事業 

・おおさか食育フェスタ  

・民間企業等との連携による食生活改善への取組 

 ・乳幼児健診児の栄養指導 

・保育所における食育の取組支援 

 

■妊娠から子育て期の健康づくり支援 

 ◎子育て世代包括支援センターの設置促進 

 ◎母子保健事業 

 ◎障がい・難病児等療育支援体制整備事業 

 ◎妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等対策事業 

 ◎乳児家庭全戸訪問事業 

 

■市町村と連携した取組 

 ・市町村のネットワーク構築  

◎子どもの貧困緊急対策事業費補助金 

 ◎新子育て支援交付金 

◎地域福祉・高齢者福祉交付金 

 

■民間企業や府民等と連携した取組 

 ◎子ども輝く未来基金 

・経済界との連携  

※「◎」は再掲事業 

 

  

７ オール大阪での取組 

６ 健康づくりを支援します 
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５．計画の推進について 

 

 計画の実施にあたっては、庁内関係部局・室・課で構成する子どもの貧困を考える関係課長会議等を通

じて、関係部局が連携を図るとともに、国や市町村と連携を図りながら総合的に推進します。 

とりわけ、市町村との連携にあたっては、子どもの貧困担当課長会議等を通じて、府の支援策について

情報提供を行うとともに、府内市町村の創意工夫による取組事例を共有するなど、市町村が地域の実情に

応じた取組を進められるよう、後押ししてまいります。 

また、進行管理については、適宜、大阪府子ども施策審議会へ進捗状況を報告し、その意見を踏まえて

計画の効果的な推進を図るなど、本計画（大阪府子ども総合計画）と併せて適切に行っていきます。 
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６．子どもの貧困に関する指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標（子どもの状況を示す指標） 

 指標 全国数値 内訳 大阪府数値 出所 

1 
生活保護世帯に属する子
どもの高等学校等進学率 

93.7% 
(H30.4.1現在) 

全日制        67.2％ 
定時制        10.5％ 
通信制         7.3％ 
中等教育学校後期課程  

0.1％ 
特別支援学校高等部  

7.1％ 
高等専門学校  0.4％ 
専修学校の高等課程  

0.9％ 

96.1% 
（H30.4.1現在） 

 
全日制    73.4％ 
定時制     5.1％ 
通信制     7.5％ 
中等教育学校後期課程 
        0.0％ 
特別支援学校高等部 
        7.2％ 
高等専門学校  0.5％ 
専修学校の高等課程 
        2.4％ 

厚生労働省社会・
援護局調べ 
 
(参考) 
全児童の 
高等学校等進学率 
99.0％ 
（H30.4.1現在） 

2 
生活保護世帯に属する子
どもの高等学校等中退率 

4.1% 
（H30.4.1現在） 

 
 

3.8% 
（H30.4.1現在） 

厚生労働省社会・
援護局調べ 

3 
生活保護世帯に属する子
どもの大学等進学率 

36.0% 
（H30.4.1現在） 

大学等     19.9％ 
専修学校等 16.1％ 

43.8% 
大学等 26.4% 
専修学校等 17.4% 
（H30.4.1現在） 

厚生労働省社会・
援護局調べ 

4 

児童養護施
設の子ども
の進学率 

中学校 
卒業後 

95.8% 
（H30.5.1現在） 

高等学校等  94.1％ 
専修学校等   1.7％ 

100.0％ 
高等学校等 100.0% 
（H30.5.1現在） 

(全国) 
厚生労働省子ども
家庭局家庭福祉課
調べ 
 
(大阪府) 
大阪府家庭支援課
調べ 

5 
高等学校 
等卒業後 

30.8% 
（H30.5.1現在） 

大学等     16.1％ 
専修学校等 14.8％ 

32.9％ 
大学等 20.3% 
専修学校等 12.7% 
（H30.5.1現在） 

6 
全世帯の子どもの高等学
校中退率 

1.4% 
(H30年度） 

 1.6% 
(H30年度） 

児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指

導上の諸課題に関す

る調査 

7 
全世帯の子どもの高等学
校中退者数 

48,594人 
(H30年度） 

 3,897人 
(H30年度) 

児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指

導上の諸課題に関す

る調査 

Ø  大阪府においては、子どもの貧困対策を総合的に推進するにあたり、関係施策の実施状況や対策
の効果等を検証・評価する際の参考となる指標として、国の大綱に示された指標のうち、子どもの

状況を示すものでかつ大阪府の数値が示せるものについては、子どもの貧困対策に関する指標とし

て設定します。 

Ø  施策に関する指標及びサンプリング調査等により都道府県のデータが示せないものについては、
参考指標とします。 

Ø  また、これらに加え、大阪府の施策に関する指標を３指標、市町村の取組の推進に関する指標を
１指標追加して設定します。 
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参考指標（都道府県データが示せないもの等） 

 指標 全国数値 内訳 大阪府数値 出所 

1 子どもの貧困率 

13.9% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

国民生活基礎調
査 

7.9% 
(H26) 

 
都道府県 
データなし 

全国消費実態調
査 

2 ひとり親世帯の貧困率 

50.8% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

国民生活基礎調
査 

47.7% 
(H26) 

 
都道府県 
データなし 

全国消費実態調
査 

3 

就学援助制度に関する周知状
況 
（入学時及び毎年度の進級時
に学校で就学援助制度の書類
を配付している市町村の割
合） 

65.6% 
(H29年度) 

 72.1% 
(H29年度) 

就学援助の実施
状況 

4 
新入学児童生徒学
用品費等の入学前
支給の実施状況 

小学校 47.2% 
(H30年度) 

 41.9% 
(H30年度) 

就学援助の実施
状況 

5 中学校 56.8% 
(H30年度) 

 65.1% 
(H30年度) 

就学援助の実施
状況 

6 
高等教育の修学支
援新制度の利用者
数 

大学 
短期大学 
高等専門
学校 
専門学校 

― 
(R2.4開始) 

 ―  

7 
ひとり親家庭の子どもの就園
率（保育所・幼稚園等） 

81.7% 
(H28.11.1現在) 

 
都道府県 
データなし 

全国ひとり親世
帯等調査 

8 

ひとり親家庭の子
どもの進学率 

中学校 
卒業後 

95.9% 
(H28.11.1現在) 

高等学校     
93.9％ 
高等専門学校  

2.0％ 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世
帯等調査 

9 
高等学校 
等卒業後 

58.5% 
(H28.11.1現在) 

大学等     41.9％ 
専修学校等 16.7％ 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世
帯等調査 

10 

ひとり親家庭の親
の就業率 

母子世帯 80.8% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

国勢調査 

11 父子世帯 88.1% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

12 
ひとり親家庭の 
親の正規の職員・
従業員の割合 

母子世帯 44.4% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 

13 父子世帯 69.4% 
(H27) 

 
都道府県 
データなし 
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 指標 全国数値 内訳 大阪府数値 出所 

14 
ひとり親家庭のう
ち養育費について
の取決めをしてい
る割合 

母子世帯 
42.9% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世帯

等調査 

15 父子世帯 
20.8% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

16 ひとり親家庭で養
育費を受け取って
いない子どもの割
合 
 

母子世帯 
69.8% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

全国ひとり親世帯

等調査 

 

17 父子世帯 
90.2% 

(H28年度) 
 

都道府県 
データなし 

18 

電気、ガス、水道料
金の未払い経験 

ひとり親
世帯 

電気料金 14.8％ 
ガス料金 17.2％ 
水道料金 13.8％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

生活と支え合い
に関する調査 

19 
子どもが
ある全世 
帯 

電気料金 5.3％ 
ガス料金 6.2％ 
水道料金 5.3％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

20 

食料又は衣服が買
えない経験 

ひとり親
世帯 

食料が買えない経験 34.9％ 
衣服が買えない経験 39.7％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

21 
子どもが
ある全世 
帯 

食料が買えない経験 16.9％ 
衣服が買えない経験 20.9％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

22 
子どもがある世帯
の世帯員で頼れる
人がいないと答え
た人の割合 

ひとり親
世帯 

重要な事柄の相談 8.9％ 
いざという時のお金の援助 25.9％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 

23 

等価可処
分所得第
Ⅰ～Ⅲ十
分位 

重要な事柄の相談 7.2％ 
いざという時のお金の援助 20.4％ 

(H29) 

都道府県 
データなし 
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参考指標（大阪府の施策に関する指標） 
 

 指標 全国数値 大阪府数値 出所 

1 

スクールソーシャルワーカ
ーによる対応実績のある学
校の割合 

小学校 
50.9% 

(H30年度) 
23.4％ 
(H30年度) 

(全国) 
文部科学省初等中
等教育局児童生徒
課調べ 
 
(大阪府) 
大阪府小中学校課
調べ 

2 中学校 
58.4% 

(H30年度) 
23.0％ 
(H30年度) 

3 
スクールカウンセラーの配
置率 

小学校 67.6% 
(H30年度) 

100% 
(H30年度) 

各小学校からの要請を受
け、中学校配置のスクール
カウンセラーが相談を受け
る体制がある 

4 中学校 
89.0% 

(H30年度) 
100% 

(H30年度) 

5 
コミュニティソーシャルワーカーの
配置人数 

 
154名 
(H30年度) 

大阪府地域福祉課
調べ 

6 スマイルサポーター数  
2,366名 
(H30年度) 

大阪府子育て支援
課調べ 

7 
私立幼稚園キンダーカウンセラー事
業 

 
127園 
(H30年度) 

大阪府私学課調べ 

 

 

参考指標（市町村の取組の推進に関する指標） 
 

 指標 

1 子どもの貧困に対する包括的かつ一元的な対応が行われている市町村数 

 

 


